
白河市中心市街地市民交流センターの管理仕様書 

 

白河市中心市街地市民交流センターの指定管理者が行う業務の内容、管理基準、その範囲

等はこの仕様書による。 

 

１　趣旨 

本仕様書は、白河市中心市街地市民交流センターの指定管理者が行う業務の内容及び履

行方法について定めることを目的とする。 

 

２　白河市中心市街地市民交流センターの管理に関する基本的事項 

(1)　指定管理者は、白河市中心市街地市民交流センターを管理運営するにあたり、次に掲

げる項目に沿って行わなければならない。 

ア　市民交流及び憩いの場としてにぎわいを創出し、中心市街地の活性化を図るための

場であるという、白河市中心市街地市民交流センターの設置目的に基づき管理運営を

行うこと。 

イ　市民及び利用者のニーズを管理運営に反映させること。 

ウ　個人情報の保護を徹底すること。 

エ　適正かつ効率的な運営を行うこと。 

(2)　白河市中心市街地市民交流センターでは、指定管理者制度を導入することによって市

民サービスの向上を図り、さらに多くの市民に利用してもらうという効果を見込んで

いる。 

したがって、市としては指定管理者制度の導入による効果を発揮するため、指定管

理者が民間事業者としてのノウハウを活用した魅力的な事業や広報、プロモーション

活動を行うことなどにより、施設の利用が促進されることを期待する。 

また、白河市中心市街地市民交流センターの管理運営において市が設定する成果指

標及び数値目標は以下のとおりである。 

　　※1　施設稼働率は、開館時間（午前 9時～午後 9時）の総時間数（１日 12ｈ×開館日

数）に占める利用割合。 

　　※2　利用者満足度は、利用者アンケートにおける回答のうち、「とても満足」及び「満

足」と回答した割合。 

 

 
成果指標

数値目標 

（指定期間最終年度）

 年間来館者数（延べ人数） 200,000 人

 会議室稼動率平均（※1） 35.0％

 会議室利用料金収入 3,100,000 円

 利用者満足度（※2） 70.0％



３　施設の概要（令和８年９月１日現在） 

(1)　名称 

　　白河市中心市街地市民交流センター 

(2)　所在地 

　白河市本町２番地 

(3)　建物概要 

開所年月日　　平成１５年１１月７日 

改修年月日　　平成２８年１１月１４日 

　　　構 造　　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造（6,968.34 ㎡） 

　　　施 設 内 容　　会議室、ギャラリー、和室、調理実習室、多目的スペース、チャレン

ジショップ、フリーマーケットボックス、テナントブースほか 

　　　敷地面積　　2,133.60 ㎡ 

 

４　開館時間 

午前９時から午後９時まで 

 

５　休館日 

(1)　年末年始（１２月２８日から翌年の１月４日まで） 

(2)　市長が必要があると認めた日 

 

６　法令等の遵守 

白河市中心市街地市民交流センターの管理にあたっては、本仕様書のほか、次の各号に

掲げる法令等に基づかなければならない。 

(1)　地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

(2)　白河市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年白河

市条例第１７号） 

(3)　白河市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１

７年白河市規則第１５号） 

(4)　白河市中心市街地市民交流センター条例（平成１７年白河市条例第１２７号） 

(5)　白河市中心市街地市民交流センター条例施行規則（平成１７年白河市規則第１０２

号） 

(6)　消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

(7)　消防法施行令（昭和３６年政令第３７号） 

(8)　防火対象物定期点検報告制度 

(9)　その他関係法令等 

指定期間中に上記に規定する法令等に改正があった場合は、改正された内容に基づか

なければならない。 

 

 



７　管理運営等に関する業務 

(1)　施設の管理運営に関する業務 

　ア　職員の配置等に関すること。（詳細は別表１のとおり。） 

（ア）　管理責任者を配置すること。 

（イ）　施設維持管理担当者、総務経理担当者、事業担当者、パートタイム職員を適切

に配置すること。 

（ウ）　防火管理者を配置すること。 

（エ）　施設管理運営に必要な職員研修を実施すること。 

(2)　施設、設備等の維持管理に関する業務 

ア　設備、設備、特殊器具等の維持管理及び保守点検業務（詳細は別表２のとおり。）に

関すること。 

イ　駐車場の管理に関すること。 

(3)　施設等利用手続きに関する業務 

　　ア　施設等の利用申請書の審査と受理に関すること。 

　　イ　同許可書の発行と発送に関すること。 

(4)　施設等の利用料金の収納に関する業務 

　　ア　利用料金の算定に関すること。 

　　イ　その他利用料金の収納に必要な業務に関すること。 

(5)　指定委託事業に関する業務 

施設の設置目的を達成するため、次の内容に沿った事業を毎年度２事業以上、年間事

業費３００千円程度で実施すること。 

なお、事業の実施にあたっては、あらかじめ市と協議を行うこと。 

　　ア　施設の賑わい創出に寄与する事業 

【事業内容】 

施設を会場とした、四季のイベントを開催する。（年１回以上） 

【市が期待する効果】 

　　　来館者数の増加や、賑わいの創出。 

　イ　街なかへの開業・起業を支援する事業 

【事業内容】 

マルシェ形式のイベントを開催する。 

【市が期待する効果】 

地域に根付く商店等の増加による、街なかの魅力向上。 

(6)　自主事業に関する業務 

指定管理委託の範囲外で、指定管理業務を妨げず、施設の有効性を高めるために、指

定管理者の企画・責任の基に自主事業を実施することができる。なお、事業に係る一切

の費用は指定管理者が負担することとし、「維持管理業務、指定委託事業」とは区分した

収支予算とすること。 

なお、事業の実施にあたっては、あらかじめ市と協議を行うこと。 

(7)　その他の業務 

ア　防火及び防災対策に関する計画書の作成並びに訓練の実施に関すること。 



イ　防犯対策の実施に関すること。 

ウ　個人情報の保護に関すること。 

エ　施設の利用促進に関すること。 

 

８　管理運営に関する経費 

施設管理等経費は、次により執行する。 

(1)　人件費 

　　職員の賃金、社会保険料、雇用保険料等に要する費用は指定管理者の負担とする。 

(2)　維持管理費 

印刷製本費、消耗品費、光熱水費に要する費用は指定管理者の負担とする。 

(3)　役務費 

ア　通信運搬費、手数料、保険料（施設の火災保険を除く。）に要する費用は指定管理者

の負担とする。 

イ　指定管理者は、施設賠償責任保険及び第三者賠償保険に加入する。 

(4)　業務委託料 

保守点検等業務委託に要する費用は指定管理者の負担とする。（詳細は別表２のとお

り。） 

(5)　修繕費 

　ア　施設等の維持管理上の軽微な修繕は指定管理者の負担とする。ただし、大規模な修

繕及び施設の機能向上を伴う修繕については市が負担することとし、事前に市と協議

を行うものとする。 

　イ　修繕を実施した場合、修繕箇所の写真を記録した修繕台帳を整備し、事業報告書の

提出と併せて、市に提出すること。 

(6)　備品購入費 

　ア　備品購入費は指定管理者の負担とし、購入する場合は事前に市と協議を行うものと

する。 

　イ　備品を購入した場合、備品台帳を整備し、事業報告書の提出と併せて、市に提出す

ること。 

(7)　施設管理等経費に含まない経費 

　　施設の火災保険の経費は、市が負担する。 

 

９　事業計画及び事業報告等について 

(1)　事業計画書等の提出 

　　　指定管理者は、毎年度市が定める期日までに、事業計画書を提出すること。 

　　ア　指標（目標）の設定 

　　　　施設の設置及び管理における有効性の評価と利用促進を図るため、指定管理者は来

館者数、会議室稼働率等について目標値を設定し、事業計画書に記載すること。 

　　イ　事業計画書等の変更 

　　　　事業計画書又は指標の目標値等について、変更が生じる場合又は市から変更を求め



られたときは、市が指定する期日までに当該書類を作成し、協議を行うこと。 

(2)　定期報告の提出 

施設利用の定期報告（日報）、毎月の利用状況及び利用料金の収入状況報告（月報）を

翌月５日までに提出すること。 

(3)　事業報告書等の提出 

毎年度終了後３０日以内に、次の事業報告を行うこと。 

ア　管理業務の実施状況及び利用状況（利用拒否等の件数及び理由を含む。） 

イ　利用に係る料金の収入の実績 

ウ　管理に係る経費の収支状況 

エ　管理の実態を把握するために必要な市長の指示する事項 

(4)　事業報告の聴取等 

市は、管理の業務、経理の状況等について、定期又は必要に応じて現地調査を行うこ

ととする。 

また、指定管理者は、調査報告を求められた場合は、速やかに調査し報告しなければ

ならない。 

 

１０　備品の帰属 

　　指定管理者が指定管理委託料により購入した備品は市に帰属するものとする。 

　　また、指定管理者は、備品の管理を白河市財務規則（平成１７年白河市規則第３７号）

に基づいて行い、当該備品の廃棄をする場合は、事前に市と協議を行うものとする。 

 

１１　協議 

　　指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、業務内容及び処理に疑義が生じた場

合は市と協議し決定する。 



別表１

１.運営体制組織図

２.勤務条件

№

①

②

③

マイタウン白河管理運営体制

管理責任者

施設維持・管理担当職員 総務・経理担当職員 事業担当職員 パートタイム職員

項目 条件

開館時間 午前9時から午後9時まで

準備時間 午前8時から午前9時まで（開館準備、館内清掃、専門学校生対応等）

職員配置 開館時間中は、常時、2名以上の職員が館内に常駐し業務にあたること。

[主な業務]
・施設の管理等全てに対する責任及び権限を有する
・職員の配置及び防火管理者の選任に関すること
・職員の研修に関すること

［主な業務］
・電気、空調設備の保守管理
・清掃、衛生設備保守管理
・防火、防犯等保安警備管理
・一般設備の保守管理
・営繕管理
・駐車場管理
・情報表示設備管理
・委託関係業務管理
・利用者協議会の運営

［主な業務］
・施設の庶務及び経理
・職員の労務管理
・使用料、光熱水費の出納など
・データ集計
　（光熱水費、利用者数等）
・施設利用状況の作成、管理
　（日報・月報）
・備品管理

［主な業務］
・テナントリーシング
・広報業務
　（ＨＰ、施設通信等の発行）
・フリマボックス運営、管理
・年間事業計画の作成
・指定委託事業の企画開発、実施
・自主事業の企画開発、実施
・施設利用団体との交渉、調整
・関係機関等との連絡調整
・事業予算管理

［主な業務］
・各担当職員の補助
　（総務・経理、施設維持管
　理、事業）
・開館及び閉館業務
　（警備の設定及び解除）
・清掃業務
・雑務
・図書コーナーの管理運営

［分担業務］
・インフォメーション業務（案内カウンター業務）
・開館及び閉館業務（警備の設定及び解除、館内巡回及び日誌の作成）
・貸館日程管理、貸館抽選等の対応
・各種申請書、利用料金の受取
・施設利用許可書及び納付書の発行
・施設利用時の管理、施設利用後の原状回復の確認、鍵の貸出管理
・トラブル対応
・利用者アンケートの実施、管理



別表２　白河市中心市街地市民交流センターの維持管理及び保守点検業務 
 項　　　　目 必要管理項目 頻　　　　度

 特殊建築物等定期調査 定期調査 １回/３年

 建築設備定期検査 定期調査 １回/年

 昇降機等の定期検査 日常の保守点検管理、定期検査 ４回/年

 防火防煙シャッター等の定期点検 日常の保守点検管理、定期検査 １回/年

 自家用電気工作物定期点検 日常の保守点検管理、定期点検 １回/年

 消防用設備定期点検（総合点検） 日常の保守点検管理、定期点検 １回/年

 消防用設備定期点検（機器点検） 日常の保守点検管理、定期点検 ２回/年

 防火対象物定期点検 日常の保守点検管理、定期点検 １回/年

 環境衛生管理技術者の選任 選任義務 ---

 空気環境測定 定期測定 ６回/年

 衛生害虫等生息点検調査 定期調査 ６回/年

 貯水槽清掃 定期清掃 １回/年

 水質検査（11、12、16 項目） 定期検査 各１回/年

 排水口・排水管点検 定期点検 １２回/年

 排水槽清掃 定期清掃 ２回/年

 汚水槽汚泥汲取り 定期清掃 １回/５年

 空調用エアフィルター清掃 定期清掃 １回/年

 害虫駆除施工 定期施工 ２回/年

 残留塩素測定 定期測定 １回/年

 清掃業務（地下、１・２・４階） 日常の管理（施設内外） 適時適切

 照明器具清掃 日常の管理、定期清掃 ２回/年

 窓ガラス清掃 定期清掃 １回/年

 一般廃棄物処理 日常の管理（施設内） 適時適切

 自動扉定期点検 日常の保守点検管理、定期点検 ４回/年

 機械警備 日常の保守点検管理 適時適切

 ＡＥＤ設置管理 日常の保守点検管理 適時適切



旧脇本陣柳屋旅館建造物群の管理仕様書 

 

旧脇本陣柳屋旅館建造物群の指定管理者が行う業務の内容、管理基準、その範囲等はこの

仕様書による。 

 

１　趣旨 

本仕様書は、旧脇本陣柳屋旅館建造物群の指定管理者が行う業務の内容及び履行方法に

ついて定めることを目的とする。 

 

２　旧脇本陣柳屋旅館建造物群の管理に関する基本的事項 

(1)　指定管理者は、旧脇本陣柳屋旅館建造物群を管理運営するにあたり、次に掲げる項

目に沿って行わなければならない。 

ア　市民の歴史及び伝統の理解並びに郷土愛の醸成を図るための場であるという、旧脇

本陣柳屋旅館建造物群の設置目的に基づき管理運営を行うこと。 

イ　市民及び利用者のニーズを管理運営に反映させること。 

ウ　個人情報の保護を徹底すること。 

エ　適正かつ効率的な運営を行うこと。 

(2)　旧脇本陣柳屋旅館建造物群では、指定管理者制度を導入することによって市民サー

ビスの向上を図り、さらに多くの市民に利用してもらうという効果を見込んでいる。 

したがって、市としては指定管理者制度の導入による効果を発揮するため、指定管理

者が民間事業者としてのノウハウを活用した魅力的な事業や広報、プロモーション活動

を行うことなどにより、施設の利用が促進されることを期待する。 

また、旧脇本陣柳屋旅館建造物群の管理運営において市が設定する成果指標及び数値

目標は以下のとおりである。 

 

３　施設の概要 

(1)　名称 

　　旧脇本陣柳屋旅館建造物群 

(2)　所在地 

　白河市本町６６番地 

　(3)　建物概要 

　　　開所年月日　　平成３０年４月１日 

構　　造　　　木造土蔵造平屋建（９９．３１㎡） 

 
成果指標

数値目標 

（指定期間最終年度）

 年間来館者数（延べ人数） 3,000 人

 貸館件数 35件



施設内容　　　和室１、和室２、玉座の間、北側庭園、東側庭園 

敷地面積　　　５５２．９６㎡ 

 

４　開館時間 

見学　午前１０時から午後４時まで 

　　貸館　午前８時から午後８時まで 

 

５　休館日 

　(1)　月曜日（祝日の場合は翌平日） 

　(2)　年末年始（１２月２８日から翌年の１月４日まで） 

　(3)　市長が必要があると認めた日 

 

６　法令等の遵守 

旧脇本陣柳屋旅館建造物群の管理にあたっては、本仕様書のほか、次の各号に掲げる法

令等に基づかなければならない。 

(1)　地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

(2)　白河市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年白河市

条例第１７号） 

(3)　白河市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１７

年白河市規則第１５号） 

(4)　白河市旧脇本陣柳屋旅館建造物群条例（平成３０年白河市条例第２３号） 

(5)　白河市旧脇本陣柳屋旅館建造物群条例施行規則（平成３０年白河市規則第７号） 

(6)　消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

(7)　消防法施行令（昭和３６年政令第３７号） 

(8)　その他関係法令等 

指定期間中に上記に規定する法令等に改正があった場合は、改正された内容に基づかな 

ければならない。 

 

７　管理運営等に関する業務 

(1)　施設の管理運営に関する業務 

ア　職員の配置等に関すること。 

（ア）　管理責任者、事業担当者を配置すること。ただし白河市中心市街地市民交流セ

ンターの管理責任者、事業担当者と兼務することができる。 

（イ）　施設管理運営に必要な職員研修を実施すること。 

(2)　施設の維持管理に関する業務 

ア　施設の適正運営に必要な維持管理を行うこと。 

(3)　施設等利用手続きに関する業務 

　　ア　施設等の利用申請書の審査と受理に関すること。 



　　イ　同許可書の発行と発送に関すること。 

(4)　施設等の利用料金の収納に関する業務 

　　ア　利用料金の算定に関すること。 

　　イ　その他利用料金の収納に必要な業務に関すること。 

(5)　指定委託事業に関する業務 

　　施設の設置目的を達成するため、次の内容に沿った事業を毎年度２事業程度、年間事

業費２００千円程度で実施すること。 

　　なお、事業の実施にあたっては、あらかじめ市と協議を行うこと。 

ア　歴史的風致の啓発に寄与する事業 

【事業内容】 

　施設の利用を通して、本市の歴史・伝統文化に対する興味関心を高めるためのイベン

ト等を開催する。 

【市が期待する効果】 

　来館者数の増加や、歴史・文化伝統に対する理解の深化。 

イ　まちなかの賑わい創出に寄与する事業 

【事業内容】 

　歴史的風情を活かしたイベントを開催する。 

【市が期待する効果】 

　貸館利用件数の増加及び賑わいの創出。 

(6)　自主事業に関する業務 

指定管理委託の範囲外で、指定管理業務を妨げず、施設の有効性を高めるために、指

定管理者の企画・責任の基に自主事業を実施することができる。なお、事業に係る一切

の費用は指定管理者が負担することとし、「維持管理業務、指定委託事業」とは区分した

収支予算とすること。 

なお、事業の実施にあたっては、あらかじめ市と協議を行うこと。 

(7)　その他の業務 

ア　防犯対策の実施に関すること。 

イ　個人情報の保護に関すること。 

ウ　施設の利用促進に関すること。 

 

８　管理運営に関する経費 

施設管理等経費は、次により執行する。 

(1)　維持管理費 

印刷製本費、消耗品費、光熱水費に要する費用は指定管理者の負担とする。 

(2)　役務費 

ア　通信運搬費、手数料、保険料（施設の火災保険を除く。）に要する費用は指定管理者

の負担とする。 

イ　指定管理者は、施設賠償責任保険及び第三者賠償保険に加入する。 

(3)　業務委託料 

清掃業務、来館者の案内業務、機械警備委託に要する費用は指定管理者の負担とする。 



(4)　修繕費 

歴史的建造物であることから、その都度、市と協議を行うものとする。 

(5)　施設管理等経費に含まない経費 

施設の火災保険の経費は、市が負担する。 

 

９　事業計画及び事業報告書等について 

(1)　事業計画書等の提出 

指定管理者は、毎年度市が定める期日までに、事業計画書を提出すること。 

ア　指標（目標）の設定 

施設の設置及び管理における有効性の評価と利用促進を図るため、指定管理者は来館

者数等について指標及び目標値を設定し、事業計画書に記載すること。 

(2)　定期報告の提出 

施設利用の定期報告（日報）、毎月の利用状況及び利用料金の収入状況報告（月報）を

翌月５日までに提出すること。 

　(3)　事業報告書等の提出 

毎年度終了後３０日以内に、次の事業報告を行うこと。 

ア　管理業務の実施状況及び利用状況（利用拒否等の件数及び理由を含む。） 

イ　利用に係る料金の収入の実績 

ウ　管理に係る経費の収支状況 

エ　管理の実態を把握するために必要な市長の指示する事項 

(4)　事業報告の聴取等 

市は、管理の業務、経理の状況等について、定期又は必要に応じて現地調査を行うこ

ととする。 

また、指定管理者は、調査報告を求められた場合は、速やかに調査し報告しなければ

ならない。 

 

１０　備品の帰属 

　　指定管理者が指定管理委託料により購入した備品は市に帰属するものとする。 

　　また、指定管理者は、備品の管理を白河市財務規則（平成１７年白河市規則第３７号）

に基づいて行い、当該備品の廃棄をする場合は、事前に市と協議を行うものとする。 

 

１１　協議 

　　指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、業務内容及び処理に疑義が生じた場

合は市と協議し決定する。


